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許の質を高めるかを検証する。また、本稿には既存研究とは異なり 3 つの特徴がある。第 1
に、研究拠点レベル、地域レベル、企業レベルでの分析を行っている既存研究をさらに進め
て、特許レベルでの分析を行っている。第 2 に、分析期間を 3 期間に分けて、3 時点でのパネ
ル分析を行っている。第三に、化学産業と電気機械産業に焦点を当て、地域特性による特許
の質への影響を比較分析している。 
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存研究をさらに進めて、特許レベルでの分析を行っている。第 2 に、分析期間を 3 期間に
分けて、3 時点でのパネル分析を行っている。第 3 に、化学産業と電気機械産業に焦点を当
て、地域特性による特許の質への影響を比較分析している。 








本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、R&D 活動と産業集積の関係に注目した既
存研究を説明するとともに、それらの問題点を明らかにする。第 3 節では、サンプルと変
数を説明する。第 4 節では、推計結果を示し、第 5 節で結論を述べる。 
 
 
 32.  既存研究のサーベイ 
 




の集積の効果には、主に 3 つの要因が指摘されている。それは、第 1 に特殊技能をもった



































































                                                  
4  このように産業集積とイノベーションとの関係は多様な要因が相互に作用し合っており、その理論的な
モデルは十分には解明されていない[藤田(2003)]。 





6  一方、Feldman and Audretsch (1999)は関連産業を同じ科学ベースをもつ産業としている。 
 5生み出しているのである。よって、地域特性だけでなく企業特性も考慮するために、企業
レベルでの分析が必要となるのである。 
































                                                  




8  本稿では、関連産業の集積に関する変数を、Beaudry and Breschi(2003)と同様の方法で作成した。 














3.  データセット 
 
3.1  サンプル 
 
本稿では、イノベーションの指標として米国登録特許を考え、Hall et al.(2001)が作成した
『NBER Patent Citations Data (以下、NBERデータ)』のデータベースを利用する。そして、
当該特許が(1)  どの企業で生み出されたのか(特許権者)、(2)  どこで生み出されたのか(開発
場所)、(3)  いつ生み出されたのか(出願年)、(4)  どのような技術か(技術分野)、といった 4
つの特許属性において以下の条件を満たすサンプルに限定する
10。 
第 1 に、サンプル特許を(1)  全産業の中でも研究開発集約度が比較的高い化学、電気機械
産業に日経NEEDS(以下、NEEDSデータ)の業種分類で格付けされた企業、(2) 1980 年、85
年、90 年の研究開発費のデータを有する一部上場企業、(3)  1963 年～99 年の間に米国登録
特許を 1 件以上保有する企業が保有する米国登録特許に限定する。第 2 に、サンプル特許
が生み出された場所(本稿では特許の第 1 発明者の住所)を研究拠点(本社、工場、研究所)に
限定する
11。第 3 に、サンプルを 1981 年～95 年の 15 年間に米国特許庁に出願された登録
特許に限定する。最後に、サンプル特許を各所属産業の技術分野に限定する
12。すなわち、





(2)研究拠点の住所を明らかにしなければならない。(1)については、Acs et al.(2002)に従い、第 1 発明者の
住所を発明場所と考えた。(2)については、有価証券報告書の「設備の状況」を参照し、1980 年、85 年、90









分析期間を 3 期間に分けて、3 時点でのパネル分析を行う。すなわち、各特許を出願年にも
とづいて 1981～85、86～90、91～95 年の 3 期間に分類し、それに対応して説明変数として
80、85、90 年のものを利用する。そして、後で述べるが、被説明変数は特許の被引用件数
を利用するが、それは現在までの件数である。 














件数をはじめとする 4 つの特許特性の指標を利用し、その 4 つの指標に潜在的に存在する
共通因子が特許の質であるとし、因子分析を利用して、その因子を抽出した。その結果、4
つの指標のうち、 被引用件数が特許の質という因子に最も寄与していることを示した。 Jaffe 









                                                                                                                                                  
術分野とのコンコーダンスを作成した(真保他(2005)を参照)。 
13  サンプル特許の特許権者である企業数は 166 社(化学産業 95 社、電気機械産業 71 社)となる。 
 8 
 
3.3  変数 
 
本稿では、変数はそれぞれ産業別、特許権者企業別、技術分野別、特許別、年別、都道
府県別のものがあるので、順次、記法を i、j、k、p、t、l とした。 
 











業間での技術的な関連の程度を指標化する必要がある。そこで、Verspagen (1997)  に基づい
て、以下に定義される特許引用ベースのウェイトを算出した。産業 jに対する産業k の引用






















,1 , , ,1 , it l jk kt l w −− =⋅
k ∑ 関連産業の産業集積 産業集積  
となる。 
 









































                                                  
14 Hall et al.(2001)によれば、オリジナリティーの指標はそのままではバイアスがかかっている。このバイア
スを補正する基準化についてはHall et al.(2001)のappendix 2 を参照されたい。 
 10■コントロール変数 












推計の基本的な specification は、研究拠点レベルの分析では、 
, , , , , 1 , 1, 2 , 1,
3, 1 ,
4, 1 ,
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15  被説明変数に関しては、0 というデータもサンプルに含まれているため、1 をプラスして対数を取った。  









































5.  おわりに 
 
  本稿では、研究拠点レベルの R&D 生産を分析した真保他(2005)をさらに進めて、特許レ
ベルで分析を行い、産業集積や地域知識ストックがその地域に位置する研究拠点で生み出
された特許の質を高めるかどうかを検証した。 
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(1) (2) (3) (4) (5) (6)
同一産業の産業集積 -0.660** -0.636** 0.783** 0.782**
(0.121) (0.121) (0.073) (0.073)
関連産業の産業集積 0.765** 0.756** -0.942** -0.948**
(0.107) (0.107) (0.101) (0.101)
同一技術分野の地域知識ストック 0.057** 0.056** -0.069** -0.069**
(0.01) (0.01) (0.006) (0.006)
関連技術分野の地域知識ストック -0.007 -0.016 0.038** 0.036*
(0.02) (0.02) (0.015) (0.015)
企業の研究開発費 -0.128** -0.132** -0.128** -0.084** -0.085** -0.084**
(0.023) (0.023) (0.023) (0.007) (0.007) (0.007)
発明者数 0.001 -0.001 0.001 0.026** 0.027** 0.026**
(0.004) (0.004) (0.004) (0.002) (0.002) (0.002)
請求項数 0.013** 0.013** 0.012** 0.007** 0.007** 0.007**
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
オリジナリティー 0.003 -0.001 0.003 0.041** 0.045** 0.040**
(0.017) (0.017) (0.017) (0.009) (0.009) (0.009)
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
技術分野ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
地域ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
サンプル数 14842 14842 14842 50086 50086 50086
企 業 数 9 59 59 5 7 1 7 1





(7) (8) (9) (10) (11) (12)
同一産業の産業集積 -0.425** -0.417** 0.829** 0.813**
(0.073) (0.073) (0.045) (0.045)
関連産業の産業集積 0.780** 0.776** -1.014** -0.999**
(0.069) (0.068) (0.061) (0.06)
同一技術分野の地域知識ストック 0.021** 0.019** -0.040** -0.039**
(0.007) (0.007) (0.004) (0.004)
関連技術分野の地域知識ストック -0.012 -0.02 0.028** 0.034**
(0.015) (0.015) (0.009) (0.009)
企業の研究開発費 -0.028+ -0.030* -0.041** -0.140** -0.142** -0.140**
(0.015) (0.015) (0.015) (0.005) (0.005) (0.005)
発明者数 0.026** 0.026** 0.025** 0.056** 0.057** 0.056**
(0.002) (0.002) (0.002) (0.001) (0.001) (0.001)
請求項数 0.011** 0.011** 0.011** 0.007** 0.007** 0.007**
(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)
オリジナリティー 0.028* 0.027* 0.028* -0.002 0.001 -0.003
(0.012) (0.012) (0.012) (0.005) (0.005) (0.005)
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
技術分野ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
地域ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
サンプル数 14848 14848 14848 50086 50086 50086
企 業 数 9 79 79 7 7 1 7 1
対数尤度 -60755.6 -60759.9 -60820.6 -281589.9 -281655.7 -281763.9
注1：括弧内は標準誤差。
注2：+は有意水準10％、*は有意水準 5%、**は有意水準 1%。
7 1
7 1
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